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利他的選好の情報的基礎に関する実験研究＊
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Abstract

In this paper, I experimentally investigate the influences of the following four types of

information on altruistic behaviors of dictators in the dictator game; information O is the

recipient’s assessment of the dictator’s offer, information P is the recipient’s anticipation for the

dictator’s offer, information Q is the offer made by the recipient as a dictator and information R is

the information on offers made by other subjects as dictators.  Since theoretical relation is

assumable among respective information, I tried to eliminate the effects of other information by

providing all the information to the subjects simultaneously and to extract pure effects of respective

information.  The results showed that the main effects of the information O, Q and R were

significant.  The main effect of information P was not significant but the interaction effect with

information Q was observed.  This interaction effect suggests that a dictator ignores the

anticipation by an egoistic recipient but behaves in accordance with the anticipation by an

altruistic recipient.

１．序論

伝統的な経済理論では自己の経済的利益のみを考慮する個人が想定されてきた。ところが、現実

の人々は必ずしも自己の利益のみを考慮して行動するわけではなく、多くの文脈において他者の利

益を考慮して意思決定を行っていることが実験経済学における膨大な文献から明らかになってい

る。実験室において人々を取り巻く経済的環境を統制し、協力による報酬や裏切りへの報復、長期
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的な関係のなかでの評判などが問題とならないようにしたとしても、人々は自己の利益を犠牲にし

て他者の利益の増大を図ることがあるのである。

このような他者の利益を考慮した人間行動を説明するため、行動ゲーム理論の分野では様々な利

他的選好のモデルが開発されてきた。たとえば、Fehr and Schmidt（1999）の不平等回避の理論は、

社会の不平等を減少させるために自己利益の犠牲を厭わないという選好をモデル化している。

Rabin（1993）、そして Dufwenberg and Kirchsteiger（1998）は、他者の行動からその人の意図を

読み取り、相手が自分に対して好意的なら自分も相手に対して好意的な行動をとるという互恵性の

理論を開発した。Levine（1998）は、他者の行動からその人の利他性に関するタイプを推論し、よ

り利他的な他者が得る利益ほどその限界効用が大きくなるという個人を想定して多くの実験結果を

説明した。López-Pérez（2008）は、多くの他者が規範的行動をとっているなかで、自分だけがそ

の規範から逸脱することで恥を感じるという規範逸脱回避モデルを開発した。Battigalli and

Dufwenberg（2007）は、他者の期待を裏切ることに対して罪の意識を感じるという罪回避の理論

によって、なぜ人々は自己利益を犠牲にしても他者の信頼に応えるのかを説明した。そして、

López-Pérez and Vorsatz（2010）は、自己の行為が他者から悪い評価を受けることに対して不効用

を感じるという不承認回避の理論によって、物理的費用を伴わない批判や賞賛が人々の行動に影響

を与えることを説明した。

上記の選好モデルは、人々の利他的な振る舞いがどのような情報によってもたらされるのかにつ

いて異なる仮説にそれぞれ基づいている。たとえば、不平等回避の理論では、自己の行為の結果と

してどのような利益の配分が実現するかという帰結に関する情報のみが重要であり、他者の意図や

信念などその他の情報は、彼が利他的に振る舞うか否かの選択に何ら影響を及ぼすことはない。一

方、罪回避の理論では他者の期待（信念）が、不承認回避の理論では他者の評価が、人々の利他的

な行動を誘発する情報として機能することになる。また、互恵性の理論では、個人が自分と利害関

係のある他者の利益をどの程度考慮するかは、その他者の行動によって左右されるのに対し、規範

逸脱回避モデルにおいて、それは不特定多数の他者の行動に依存することになる。

本稿は、利他的選好モデルが依拠する各種情報を経済学実験によって統制し、情報間の影響を取

り除くことで、人々の利他的行動に対する純粋な効果を各情報について抽出することを目的として

いる。上述した利他的選好モデルが依拠している情報は相互に独立の関係にあるわけではなく、何

らかの理論的ないし統計的な関係が想定可能である。たとえば、ある特定の他者の行動は、彼が属

す集団の行動分布、つまり不特定多数の他者の行動から推測することが可能である。また、集団内

の行動分布に関する信念が、ある特定の他者の行動によって更新される可能性もある。このとき、

ある個人が互恵性の理論ではなく規範逸脱回避モデルに従っている場合であっても、特定の他者の

行動は、集団内の行動分布に対する彼の信念に影響を与えることで、彼の利他的行動を誘発するこ

とになる。したがって、人々の利他的選好の構造を明らかにするには、相互に関連する複数の情報

を同時に検証し、他の情報の効果を取り除いた純粋な効果を各情報について検出する必要がある。
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また、複数の情報を同時に検証する手法は情報間の交互作用を検出するうえでも有効である。ある

利他的選好モデルが依拠する情報について、その主効果が無かったとしても、他の情報との間に交

互作用が確認されることで当該選好モデルをより説明力のあるモデルへと改良する道が開けるであ

ろう。

本稿における実験は、被験者間の行動調整の問題を排除し、純粋に利他的行動を抽出するために

独裁者ゲームに基づいて行われた。独裁者ゲームとは、提案者がある一定金額のパイに関する配分

を選択し、その配分がそのまま提案者と受容者の受け取る金銭として確定する２人ゲームである。

提案者が自己の利益のみを考慮している場合、すべてのパイを独占するという結果が得られるはず

であるが、既存の実験研究では多くの被験者が公平な配分を選択することが知られている１。本稿

では独裁者ゲームのパイを10トークンと設定し、受容者へ渡す額として提案者は２トークンある

いは５トークンのみを選択できるものとした。ここで、「トークン」とは実験室で用いられる仮想

的な通貨単位である。

既存の利他的選好モデルを踏まえ、提案者の選択に影響を及ぼす可能性のある情報として次の四

種類に注目した。第一の情報は提案者の選択に対して受容者が容認するかどうか（情報Ｏ）であり、

López-Pérez and Vorsatz（2010）の不承認回避の理論に基づいている。この理論によれば、２トー

クンを選択することに対して受容者が容認しない場合には、提案者は５トークンを選択することが

予想される。第二の情報は受容者が提案者から贈与されると期待している金額（情報Ｐ）であり、

Battigalli and Dufwenberg（2007）の罪回避の理論に基づいている。この理論によれば、受容者が

２トークンしか貰えないと予想している場合に比べ、５トークンを貰えると期待している場合の方

が５トークンを選択する提案者は多いことが予想される。第三の情報は受容者が提案者になった場

合の選択（情報Ｑ）であり、Levine（1998）の選好モデルに基づいている。提案者は情報Ｑの内容

から受容者の利他性に関するタイプを推測し、提案者になった場合に２トークンを選択する利己的

な受容者には２トークンを、５トークンを選択する利他的な受容者には５トークンを渡すことが予

想される。第四の情報は、他の被験者たちが提案者となった場合に選択する配分（情報Ｒ）であり、

López-Pérez（2008）の規範逸脱回避モデルに基づいている。このモデルに従えば、他の被験者の

多くが２トークンを選択している場合に比べ、その多くが公平な５トークンを選択している場合の

方が５トークンを選択する提案者は多いことが予想される。

情報ＱとＲは通常の独裁者ゲームでは観察することができないため、独裁者ゲームを次のように

二段階にわたって実施した。被験者のなかからランダムにペアが決められるが、第一ステージでは

ペアのうちどちらが提案者になるかが不確実な状況で、各人は自分が提案者になった場合に受容者

に渡す額を選択する。第二ステージにおいてペアのうちどちらが提案者であるかが確定し、提案者

は受容者に渡す額を再び選択する。情報Ｑは第一ステージで受容者が選択した内容、情報Ｒは第一

ステージにおいて過半数の被験者が選択した内容である。四種類の情報は第二ステージが開始する

１　たとえば、Forsythe, Horowitz, Savin, and Sefton（1994）を参照のこと。
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時点で提案者に伝えられる２。

本稿の主な実験結果は以下の通りである。まず、情報Ｏ、Ｑ、そしてＲの主効果が有意に検出さ

れた。すなわち、実験結果は不承認回避の理論、Levine（1998）の選好モデル、そして規範逸脱回

避モデルをそれぞれ支持した。また、情報Ｐの主効果は有意に検出されなかったものの、情報Ｑと

の間に交互作用が確認された。第一ステージで２トークンを選択している受容者の期待は提案者の

選択に影響を与えることはないが、５トークンを選択している受容者の期待は提案者の選択に無視

できないほどの影響を与えたのである。言い換えれば、被験者は利己的に行動している他者の期待

は無視するが、利他的に行動している他者の期待については、その期待を裏切らないような行動を

選択した。

他者の期待を裏切ることで罪の意識を感じるという罪回避の理論についてはEllingsen et al.

（2010）の実験によって否定的な結果が得られている。彼らの実験では、独裁者ゲームにおける受

容者の予想と提案者の選択の間には相関が観察されなかった。しかし、本稿の実験結果によれば、

彼らの結果は受容者の予想以外の情報を統制していなかったために生じたものであると解釈するこ

とができる。受容者の予想という情報を単独に検証するのではなく、受容者が提案者になった場合

の行動という情報を同時に検証することで、他者の期待を裏切ることで人々が感じる罪の意識は、

その他者がどういった人間であるかに深く関連していることが明らかになったのである。

本稿の構成は次の通りである。次節では実験計画と実験手順について詳説する。第３節では実験

結果について概観する。第４節の結語では実験結果の解釈と今後の課題について述べる。なお、補

論には分散分析の結果を掲載した。

２．実験計画および実験手順

２.１. 二段階からなる独裁者ゲーム

本実験は次のような二つのステージからなる独裁者ゲームに基づいている。被験者のなかからラ

ンダムにペアが決められるが、第一ステージでは、ペアのうちどちらが提案者になるかが不確実な

状況のもとで、各被験者は自分が提案者になった場合に受容者に渡す額を選択する。パイの大きさ

を仮想的な通貨単位「トークン」を用いて10トークンと設定し、提案者は受容者に渡す額として

２トークン、あるいは５トークンのなかから選択するものとする。ペアの一方が提案者になる確率

は50％である。第二ステージでは、ペアのうちどちらが提案者であるかが確定し、提案者は受容

者に渡す額を再び選択する。このように、提案者は合計２回の意思決定を行うことになるが、ペア

の最終的な配分として採用されるのは、第一ステージで選択した内容と第二ステージで選択した内

容のいずれか一方のみとする。各ペアの最終的な配分として、提案者が第一ステージで選択した内

容が採用される確率を10％、彼が第二ステージで選択した内容が採用される確率を90％に設定す

２　ただし、提案者の意思決定は戦略的手法に従っている。詳細は次節を参照のこと。
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る３。すべての被験者は以上の内容について第一ステージ開始前に知らされるが、第二ステージに

関する以下の内容については第二ステージ開始まで知らされない４。

第二ステージにおいて、受容者に渡す額を選択する際に、提案者にはＯ、Ｐ、Ｑ、Ｒという名前

のついた四種類の情報が与えられる。情報Ｏは、提案者が２トークンを選択することに対して受容

者が抱く評価であり、「容認できる（Ｙ）」もしくは「容認できない（Ｎ）」という内容である。情

報Ｐは受容者が提案者から渡されると予想している額である。情報Ｑは受容者が第一ステージで選

択した額である。最後に、情報Ｒは全被験者のうち過半数が第一ステージにおいて選択した額であ

る。したがって、情報Ｐ、Ｑ、Ｒはいずれも「２」か「５」の値をとる。提案者はこれらの情報を

同時に参照したのち、最終的に受容者に渡す額を選択する。なお、各被験者にとって、自分が第一

ステージで選択した内容によってペアの配分が決まる確率は正であることから、情報Ｑと情報Ｒの

信憑性は担保されている。

各情報内容に応じた提案者の選択を調べるために戦略的手法を用いて実験を行う。すなわち、各

提案者は実際に実現した情報内容に対して選択をするのではなく、実際の情報内容が確定する前に、

実現する可能性のある情報内容すべての組み合わせに対して、その行動計画を選択する５。各情報

の内容はそれぞれ２種類であるから、すべての情報内容の可能な組み合わせは全部で16（＝ 24）

通りとなる。第二ステージにおいて、各提案者はこの16通りの組み合わせそれぞれに応じて受容

者に渡す額を選択する。選択する順序については提案者ごとにランダムに割り当てる。戦略的手法

を用いる理由は、実現する情報内容に偏りが生じた場合に、被験者数によっては十分なサンプルを

得られない可能性があるためである。とくに、情報Ｒは実際に実現する値が「２」あるいは「５」

の一方のみであるため、実現した内容に対するサンプルを得るだけでは情報Ｒの効果を検証するこ

とはできない。

各情報（とくにＰ、Ｑ、Ｒ）について利他的行動を誘発する効果が検出されたとしよう。このと

き、それぞれの情報内容の数値自体が提案者に認知的なバイアスを与えたという効果、すなわちア

ンカーリング効果（Anchoring Effect）を否定することはできない。この効果を排除するため、各

被験者に対して事前に「２」あるいは「５」の数字をランダムに割り当て、これを情報Ｓとして提

案者に知らせることにする。なお、先の四種類の情報とは異なり、情報Ｓについては実現値を提案

者に知らせる６。

本稿の目的は各情報が提案者の選択に与える影響を検証することであるから、第二ステージにお

３ 各被験者にとって第一ステージにおける自分の選択が最終的な利得となる確率は５（＝0.5×0.1×100）％である。なお、
10％という値自体は恣意的なものであるが、第二ステージにおける提案者の作業が煩雑であるため、獲得金額が第二ステー
ジにおける選択によって決まる確率をある程度高く設定する必要があった。
４ 経済学実験においては、被験者に嘘をつくことは認められていないものの、実験設計上、ある情報について故意に伝えな
いことは認められている。
５ 情報の実現値を知る前に行動計画を選択する戦略的手法と、実現値に対して行動を選択する逐次的手法では実験結果が異
なる可能性がある。戦略的手法と逐次的手法に関する議論は、たとえば、Brandts and Charness（2000）を参照のこと。
６ すべての情報を同一に扱うためには情報Ｓについても戦略的手法に従うべきであるが、その場合は第二ステージにおける
提案者の作業内容が倍（32通り）になる。作業に対する心理的コストの増大が実験結果を歪める恐れがあるため、情報Ｓに
ついては被験者間要因として設定した。
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ける提案者の行動をサンプルとして分析を行うことになる。実験は被験者間１要因（Ｓ）かつ被験

者内４要因（Ｏ、Ｐ、Ｑ、Ｒ）で各２水準のデザインとなっている。

２.２. 各情報と利他的選好モデル

四種類の情報とゲーム理論ないし行動ゲーム理論における選好モデルとの関係を確認しよう。ま

ず、伝統的な経済理論と同様に自己の金銭のみを考慮する個人を想定した場合、情報内容に関わら

ず提案者は２トークンを選択する。また、Fehr and Schmidt（1999）の不平等回避の理論や

Bolton and Ockenfels（2000）の ERC モデルのように、自己の利益だけでなく他者の利益も考慮す

るが、あくまで最終的な利益の配分にのみ関心を払う選好モデルでは、各情報内容が提案者の選択

に影響を与えることはない。したがって、四種類の情報のいずれかに利他的行動を誘発する効果が

検出された場合、これらの帰結主義的な選好モデルは反証されることになる。

López-Pérez and Vorsatz（2010）の開発した不承認回避の理論において、個人は自己の行為が他

者から不承認（disapprove）とされることに対して不効用を感じるため、不承認とされるような行

動を選択する際には、それによって獲得する金銭的利益と効用の減少分を比較する。この理論に従

えば、情報Ｏの内容が「Ｙ」であった場合と「Ｎ」であった場合では、後者の方が５トークンを選

択する提案者は多いと予想される。

Battigalli and Dufwenberg（2007）は、他者の期待を裏切ることに対して罪の意識を感じるとい

う罪回避の理論を提唱した。独裁者ゲームにおいて、５トークンを貰えると予想している受容者に

対して提案者が２トークンを提示した場合、彼が受容者に負う罪の重さはその差額である３トーク

ンとなる。自分の罪の重さに対する彼の感応度を表すパラメータを罪の重さに掛けた値の分だけ彼

の効用は減少する。この理論に従えば、情報Ｐの内容が「２」である場合と「５」である場合では、

後者の方が５トークンを選択する提案者は多いと予想される。

López-Pérez（2008）の規範逸脱回避モデルにおいて、個人が規範的行動から逸脱したことで被

る心理的コストは、規範的行動に従っている他者が多いほど大きくなる。ここで、規範的行動とは

公平最大配分（Fairmax distribution）を導くような行動と定義されており、独裁者ゲームでは提

案者が５トークンを選択することを意味する。この理論に従えば、情報Ｒの内容が「２」である場

合と「５」である場合を比較すると、後者の場合、すなわち第一ステージで過半数の被験者が５ト

ークンを選択していた場合の方が、５トークンを選択する提案者は多いと予想される。

最後に、情報Ｑについて考察しよう。情報Ｑの内容は第一ステージで受容者が選択した内容であ

り、彼が提案者になった場合に自分の受容者に対して何トークンを渡すかを意味している。この情

報が第二ステージにおける提案者の選択に及ぼす影響を説明するモデルとして、Levine（1998）の

開発した利他的選好モデルがある。彼のモデルに従えば、提案者が受容者の利益をどの程度考慮し

て行動するかはその受容者のタイプに依存しており、受容者がより利他的なタイプであるほど、そ

の受容者が得る利益に対する提案者の限界効用は大きくなる。提案者は情報Ｑの内容から受容者の
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利他性に関するタイプを推測し、利己的な受容者には２トークンを、利他的な受容者には５トーク

ンを選択するのである。厳密には、Levine（1998）の提案している効用関数では情報Ｑの内容が提

案者の選択を左右するという予測は得られない。しかし、関数形を若干修正することでこのような

予測を得ることが可能である。

２.３. 情報間の理論的関係

情報Ｑは情報Ｏ、Ｐ、Ｒと理論的に関連した情報である。情報ＰとＱの関連性は偽コンセンサス

効果（False Consensus Effect）によって与えられる７。これは、自分と同じような認識や考えを他

者の多くも持っているという信念をいう。この効果が強く働けば、受容者は第一ステージで自分が

選択したトークン数と同じトークン数を、第二ステージの提案者も選択すると予想するであろう。

このとき、情報ＰとＱの間に強い相関が生じることになる。

次に、情報ＯとＱの関連について確認しよう。ある受容者は提案者が２トークンを選択すること

に対して批判的な評価を持っているとしよう。このとき、彼は自分が提案者になった場合に２トー

クンを選択するであろうか。一般に、他者が行ったある行為を批判することは、自分がその他者と

同様の立場に置かれたときにはその行為を行わないということを意味している。ここで、個人は容

認できない行為を自ら選択することはないという仮説をおき、この仮説を「規範的判断の整合性仮

説」と呼ぶことにする。この仮説に従えば、提案者が２トークンを選択することに対して容認でき

ない受容者は、第一ステージで２トークン以外の選択、つまり５トークンを選択したはずである。

つまり、情報Ｑは情報Ｏから推測可能なのである。

さらに、集団内の行動分布について提案者が抱く事前の信念、つまり情報Ｒに関する信念が情報

Ｑによって更新されるような理論モデルを考えることができる。このように、情報Ｑを介してすべ

ての情報は相互に関連することになる。

２.４. 実験手順

2012年１月27日、高崎経済大学において実験を行った。被験者は高崎経済大学の全学部、大学

院からポスターやビラによって集めた。当日参加した118名の被験者を２つの教室にランダムに振

り分け、一方の教室のすべての被験者には第二ステージにおける提案者の役割が、他方には受容者

の役割が割り当てられた８。教室の座席の上には事前に封筒が用意されており、被験者は封筒の用

意された座席に自由に着席した。封筒には第一ステージの実験説明書、記録用紙、選択用紙、そし

て整理番号カードが入っている。一方の教室の被験者には偶数番号（２から118）が、他方の教室

の被験者には奇数番号（１から117）が整理番号カードにあらかじめ書かれている。独裁者ゲーム

のペアは整理番号に応じて決められており、奇数番号の被験者のペアはその番号に１を足した偶数

７　たとえば、Ross et al.（1977）を参照のこと。
８　実験では「提案者」、「受容者」という用語は使わず、「プレイヤーＡ」、「プレイヤーＢ」という用語を用いた。



高崎経済大学論集　第55巻　第１号　2012

－ 34 －

番号の被験者である。以上の方法により、実験の役割とペアはランダムに割り当てられた。なお、

整理番号が奇数の被験者が第二ステージにおける提案者となるが、被験者は第二ステージ開始まで

この事実を知らされない。各座席の机の中には第二ステージで用いる書類が入った封筒が事前に用

意されているが、提案者用の封筒と受容者用の封筒を外見から見分けることは不可能である。また、

被験者は第二ステージ開始まで机の中の封筒には手を触れないように厳しく注意されている。

二重盲検法に従い、実験は主催者ではなくアルバイトのスタッフによって進行された。各教室に

おいて、進行係は、封筒の中から実験説明書のみを取り出すよう被験者に指示をし、実験説明を口

頭で行った。実験説明終了後、各被験者は自分が提案者になった場合に受容者に渡すトークン数を

２トークンと５トークンから選択して選択用紙に○をつけ、記録用紙にある質問事項に回答した。

記録用紙は実験内容に関する被験者の理解を確認する目的で用意したものである。作業終了の合図

とともに、被験者には選択用紙のみを封筒に入れてもらい、スタッフがそれを回収した。このよう

に、情報Ｑと情報Ｒは各被験者の選択用紙から実現値を得た。

選択用紙回収後、進行係は机の中に入っている第二ステージ用の封筒を取り出すように被験者に

指示をするとともに、当該教室の被験者が提案者であるか、それとも受容者であるかを告げた。以

下では、提案者の教室と受容者の教室に分けて実験手順を解説する。受容者（偶数番号）の教室に

おいて、第二ステージ用の封筒には受容者用の実験説明書と選択用紙Ｂが入っている。進行係は実

験説明書のみを封筒から取り出すように指示をし、第二ステージの実験内容について口頭で説明を

行った。ただし、受容者に説明されるのは、提案者が２トークンを選択することについて容認でき

るかどうかを提案者に伝えることができるという事のみであり、提案者がその他の情報も参照する

という事実はふせられた。実験説明終了後、被験者は選択用紙Ｂを封筒から取り出し、提案者が２

トークンを選択することに対して容認できる場合には「Ｙ」に、容認できない場合には「Ｎ」に○

をつけた。選択用紙Ｂをすべて回収した後、被験者にはアンケート用紙が配布され、すべての質問

に回答するよう指示された。このアンケートには、自分が提案者からいくら貰えるかについて予測

する項目が含まれている。このように、情報ＯとＰの内容は、それぞれ選択用紙Ｂとアンケートの

回答から実現値を得た。

提案者（奇数番号）の教室において、第二ステージ用の封筒には提案者用の実験説明書、情報解

説書、そして選択用紙Ａが入っている。情報解説書は五種類の情報（Ｏ、Ｐ、Ｑ、Ｒ、Ｓ）につい

て詳説したものである。また、選択用紙Ａには実現したＳの値に加え、情報Ｏ、Ｐ、Ｑ、Ｒの内容

について実現可能な組み合わせが一枚につき一つずつ書かれており、被験者はそれぞれの場合につ

いて受容者に渡すトークン数に○をつけた。なお、回答する順序が実験結果に反映されることがな

いよう、各場合の並び順については事前にランダムに割り当てている。

最終的な獲得トークンとして採用するステージを、第一ステージが10％、第二ステージが90％

となるように提案者の整理番号に割り当てた。第二ステージで選択した内容によって獲得トークン

が決定するペアについては、実現した情報内容の組み合わせと、その組み合わせに対する提案者の
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選択を見比べることで、ペアの獲得トークンを決定した。実験終了後、被験者には実験参加費

1,000円に加え、実験で獲得したトークン数を１トークンあたり400円に換算した額が報酬として支

払われた。報酬の支払いは実験内容を知らない会計スタッフが担当した。被験者の平均獲得報酬は

3,000円であり、実験時間はおよそ２時間であった。

３．実験結果

３.１. 概観

第一ステージにおいて２トークンを選択した被験者は118名中58名（49％）であり、５トークン

を選択した被験者は118名中60名（51％）であった。つまり、過半数の被験者がより公平な配分で

ある５トークンを選択しており、情報Ｒの実現値は「５」となった。

アンカーリング効果の有無について検討しよう。情報Ｓは各提案者の整理番号に対して事前にラ

ンダムに割り振られた「２」あるいは「５」の数字であり、「２」を割り振られた提案者は31名、

「５」を割り振られた提案者は28名であった。各提案者は四種類の情報（Ｏ、Ｐ、Ｑ、Ｒ）の可能

な組み合わせ16通りに対して受容者に渡すトークン数を選択するので、「２」を割り振られた提案

者については496（＝16×31）個の、「５」を割り振られた提案者については448（＝16×28）個の

データが存在している。「２」が割り振られたグループで２トークンを選択しているデータ数は

324個（65％）であり、「５」が割り振られたグループで２トークンを選択しているデータ数は315

個（70％）であった。アンカーリング効果があるとすれば、情報Ｓとして「２」を割り振られた

グループにおける２トークンのデータ数の割合は、「５」を割り振られたグループよりも多いはず

である。ところが、実験結果は若干後者の方が多くなっているため、アンカーリング効果は現れな

かったといえる。

情報Ｏ、Ｐ、Ｑ、Ｒそれぞれの主効果について検討する。各情報の主効果を検討するため、その

他の要因をプールし、当該情報の内容が「２」であった場合と「５」であった場合（あるいは「Ｙ」

であった場合と「Ｎ」であった場合）の平均値を比較する。各情報は２値であるから、それぞれの

表１　各水準における平均と標準偏差



高崎経済大学論集　第55巻　第１号　2012

－ 36 －

場合のデータ数は472（＝８×59）となる。表１は情報それぞれの各水準について、平均と標準偏

差をまとめたものである。情報内容が「２」であった場合と「５」であった場合（あるいは「Ｙ」

であった場合と「Ｎ」であった場合）を比較すると、すべての情報について後者の方が平均値は大

きい。この差がより大きい情報ほど、提案者の選択に対する影響は大きいと考えることができる。

図１は情報それぞれの各水準について平均値を比較したものである。この図から明らかなように、

提案者の選択に及ぼす影響としては、情報Ｐ、Ｏ、Ｒ、Ｑの順で大きくなっている。

情報間の（２次の）交互作用としてＯ×Ｐ、Ｏ×Ｑ、Ｏ×Ｒ、Ｐ×Ｑ、Ｐ×Ｒ、Ｑ×Ｒの６種類

を検討する。たとえば、Ｏ×Ｐの交互作用を見るには、ＯとＰの各水準を組み合わせたそれぞれの

水準において、他の要因をプールして平均値を比較すればよい。図２から図７は２次の交互作用を

表したものである。たとえば、図２は情報Ｐの各水準を所与としたもとで、情報Ｏの水準の違いを

グラフで表している。情報Ｏの各水準の違いのパターンが情報Ｐの各水準で異なる場合に交互作用

が存在することになるが、図２によればそのような交互作用は確認できない。顕著に交互作用が確

認できるのは図５のＰ×Ｑである。情報Ｑの内容が「２」であるとき、情報Ｐは提案者の選択に何

図１　各情報の主効果

図２　Ｏ×Ｐ交互作用 図３　Ｏ×Ｑ交互作用 図４　Ｏ×Ｒ交互作用
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ら影響を与えていないのに対し、情報Ｑの内容が「５」であるとき、情報Ｐが「２」であるか「５」

であるかに応じて、提案者の選択は大きく変化していることが分かる。

３.２. 分散分析

記述統計量による以上の分析を分散分析によって確認しよう。分散分析には ANOVA4を用いた９。

ANOVA4の出力結果は補論の通りである。まずは主効果に関する結果であるが、各情報の水準間

に差がないとする帰無仮説は、情報Ｏ（ｐ＝0.0395）、情報Ｑ（ｐ＝0.0005）、情報Ｒ（ｐ＝0.000）

について有意水準５％で棄却されている。一方、情報Ｐについては帰無仮説を棄却することはでき

なかった（ｐ＝0.11）。

次に、交互作用であるが、２次以上のすべての交互作用のうち、情報ＰとＱの間の交互作用のみ

有意水準10％で確認されている（ｐ＝0.0647）。単純主効果に関する分析によれば、情報Ｑの水準

が「２」である場合には情報Ｐの単純主効果は有意でない（ｐ＝0.89）ものの、情報Ｑの水準が

「５」である場合には情報Ｐの単純主効果は５％水準で有意である（ｐ＝0.0164）。情報Ｑの単純主

効果は、情報Ｐの各水準について有意に確認されている。

４．結語

本稿は、以下の四種類の情報が独裁者ゲームにおける提案者の利他的行動に及ぼす影響について

経済学実験によって検証した。情報Ｏは、提案者の選択に対する受容者の評価、情報Ｐは提案者の

選択に対する受容者の予想、情報Ｑは受容者が提案者となった場合の選択、そして情報Ｒは他の被

験者たちが提案者となった場合の選択に関する情報である。それぞれの情報の間には、理論的ない

し統計的な関連を想定することが可能であるため、すべての情報を同時に被験者に与えることで、

他の情報の効果を取り除いた純粋な効果を各情報について抽出した。以下では、実験結果の解釈と

図５　Ｐ×Ｑ交互作用 図６　Ｐ×Ｒ交互作用 図７　Ｑ×Ｒ交互作用

９　http://www.hju.ac.jp/~kiriki/anova4/
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今後の課題について論述する。

情報Ｏの主効果は有意であり、その他の情報との交互作用は検出されなかった。この実験結果は、

人々の利他的選好が自分と利害関係にある特定の他者の評価に依存していることを示唆している。

ところで、人々の利他的選好は他者の抱く真の評価に依存するのだろうか、それとも表明される評

価自体に依存するのだろうか。本稿の実験では、情報Ｏは受容者が自らの評価について提案者に伝

える内容であり、実際に受容者が抱く評価とは必ずしも一致しない。しかし、受容者は真の評価を

表明しているという（間違った）信念を提案者たちが抱いた可能性を排除することはできない。し

たがって、人々の選好が他者の抱く真の評価に依存するのか、それとも表明される評価に依存する

のかについては今後新たな実験によって検証する必要がある10。

情報Ｑの主効果は有意に検出された。この結果は、ある特定の他者に対して利他的に振る舞うか

どうかが、その他者の利他性に関するタイプに依存するという Levine（1998）のモデルと整合的

である。提案者は第一ステージにおける受容者の行動から彼のタイプを推測し、推測されたタイプ

に応じて彼に渡す額を選択したと解釈することができる。また、情報Ｐとの間に交互作用が確認さ

れ、情報Ｐの水準が「２」の場合に比べ、「５」の場合の方が提案者の選択に及ぼす情報Ｑの効果

は大きいことが確認された。交互作用については情報Ｐに基づいて解釈をする。

情報Ｒの主効果は有意であり、その他の情報との交互作用は検出されなかった。この結果は、

López-Pérez（2008）の規範逸脱回避モデルと整合的である。もちろん、この実験結果を他の理論

によって説明することも可能である。第２節にて言及した「規範的判断の整合性」によれば、多く

の他者が不公平な配分を選択している状況は、自分が不公平な配分を選択することについて批判す

る他者は少ないということを意味している。したがって、不承認回避の理論を拡張することによっ

て、情報Ｒの効果を情報Ｏと同様に説明することが可能となる。「規範的判断の整合性」を含め、

どちらの解釈が妥当であるかについては新たな実験によって検証する必要がある。

情報Ｐの主効果は検出されなかったものの、情報Ｑとの間に交互作用が確認され、情報Ｑの水準

が「５」である場合に情報Ｐの単純主効果が有意に検出された。この実験結果は、人々が他者の期

待を裏切ることで罪の意識を感じるのは、その期待を抱く人間のタイプに依存することを示唆して

いる。つまり、提案者は不公平な配分を選択した利己的な受容者の期待は無視するものの、公平な

配分を選択した利他的な受容者の期待を裏切らないように行動するのである。

他者の期待を裏切ることで罪の意識を感じるという罪回避の理論については、Ellingsen et al.

（2010）の実験によって否定的な結果が得られている。しかし、本稿の実験結果によれば、彼らの

実験結果は受容者の予想以外の情報について統制していなかったために生じたものであると解釈す

ることができる。受容者の予想という情報だけでなく、受容者が提案者になった場合の行動という

10 本文中に述べた「規範的判断の整合性仮説」を前提とすれば、本稿の実験結果は、提案者の選択が受容者の（真の評価に
関わらず）表明する評価自体に影響を受けることを示唆している。２トークンを渡されることについて容認できない受容者
は、自分が提案者となった場合に２トークンを選択することはできない。つまり、情報Ｏが「Ｎ」であったとしても、情報
Ｑが「２」であるなら、受容者の真の評価が「Ｎ」ではないことが明らかになる。したがって、提案者の選択が真の評価に
のみ依存するのであれば、情報Ｏの主効果が有意でないか、情報Ｑとの間に交互作用が検出されるはずである。
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情報を同時に検証することで、他者の期待を裏切ることによって人々が感じる罪の意識は、その他

者の利他性に深く関連していることが明らかになったのである。本稿の実験結果に基づき、罪回避

の理論をより説明力のあるモデルへと改良することが今後の課題である。

５．補論

【要因計画】４要因計画

要因Ａ（被験者内）：情報Ｏ／水準数＝２　　　要因Ｂ（被験者内）：情報Ｐ／水準数＝２

要因Ｃ（被験者内）：情報Ｑ／水準数＝２　　　要因Ｄ（被験者内）：情報Ｒ／水準数＝２

【分散分析】Table of Analysis of Variance
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※※※　以下の下位検定はすべて有意水準ｐ＝0.100000で実行します　※※※

【単純効果の検定】

《 BC 交互作用における単純主効果》

≪means for BC interaction≫

［単純主効果］

（やまもり　てつお・本学経済学部講師）
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